




ン（Sub One）事件に関する同国控訴院（Court of Appeal）判決を素材として，欧州連合（European 
Union: EU）加盟国が付加価値税制において採用する軽減税率がいかなる場面において，法の













片 山 直 子
1）　西山由美「消費税における複数税率構造の問題点―欧州司法裁判所の最近の判例を素材として―」東海法
学第 44 号（2010 年）84 頁，同「消費課税の基本原則―『中立原則』の意義―」税理 57 巻 3 号（2014 年）
111 頁参照。
2）　EU 法については，植田隆子・小川英治・柏倉康夫編『新 EU 論』（信山社，2014 年），島野卓爾・岡村 堯・
田中俊郎編著『EU 入門』（有斐閣，2000 年），庄司克宏『新 EU 法基礎篇』（岩波書店，2013 年），同『新 EU
法政策篇』（岩波書店，2014 年），中西優美子『EU 法』（新世社，2012 年），中村民雄・須網隆夫編著『EU





4）　Council Directive 2006/112/EC of 28 November 2006 on the common system of value added tax. Hereinafter cited as 
the “VAT Directive of 2006.”
5）　Article 99 of the VAT Directive of 2006.
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macy）があるのかどうかをめぐっては，イギリスの国内裁判所においても，また欧州司法裁判


























6）　See Geoffrey Morse, Sub One Ltd v HMRC: applying EU law principles to the zero-rating provisions of UK VAT law; 
the limits of discretion, B.T.R. 2013, 1, 28 ― 34 at 28.
7）　See Sub One Limited （t/a Subway） （In Liquidation） v The Commissioners for Her Majesty’s Revenue and Customs 
［2014］ EWCA Civ 773［hereinafter cited as “［2014］ EWCA Civ 773”］.















法（Value Added Tax Act 1994）付表（Schedule）8 パート（Part）Ⅱグループ（Group）1Notes 
3（b）11）に該当するとして，食料品に課されるゼロ税率ではなく標準税率を適用して，付加価
値税を課税した。
これに対して，納税者は，EU の一般原則（general principle）である税負担中立性原則（principle 















10）　Sub One 事件の概要と争訟の経緯については，See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 1 ― 7.
11）　標準税率が適用される「ケータリングの過程」における「その場所」以外での消費のための熱い食品の提供。
12）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.4.
13）　Id. at para. 5.
14）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 69 and 70.
15）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 23. 























控訴裁判所民事部・Civil Division of the Court of Appeal（略）へ提訴することになる。⑤控訴裁判所の判決・
judgments に不満な納税者は，さらに，2009 年 10 月以降は，連合王国最高裁判所・Supreme Court of the U.K. の
新設に伴い，租税事案は，同裁判所へ上告することになる。」石村耕治「イギリスの租税審判所制度の抜本改




18）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.91.
19）　Id. at para. 90．
20）　Tribunal Procedure（First-Tier Tribunal）（Tax Chamber）Rules 2009. 複数の審査請求事案において，事実また
は法に関して共通または関連する事柄がある場合，特定の事案を先例的な事案として指定し，その他の関連
する事案については審理等を延期する。See ［2012］ UKUT 34 TCC at para.1.













する議論を中心に―」経済理論371巻（2013年）65－90頁を参照されたい。但し，当時のNotice 709/1 （November 
2011）は，2013 年 10 月 7 日改訂されているので，本稿では現行版 VAT Notice 709/1: catering and take-away 
food（Published 7 October 2013）［hereinafter cited as “Notice”］によっている。同 Notice は，「その場所」及び「熱
いテイクアウェイ食料品」の定義に関する 2012 年 10 月 1 日施行の法改正を反映したものである。See Notice 
at para. 1.1.
24）　イギリス付加価値税法の仕組みについては，高 正臣「実務家論攷 イギリス付加価値税法の仕組みと仕入税
額控除」税経通信 56 巻 15 号（2001 年）166 ― 178 頁，税理士法人トーマツ編『欧州主要国の税法（第 2 版）』（中
央経済社，2008 年）149 ― 155 頁等を参照。
25）　Value Added Tax Act 1994 1994c.23 Schedule 8 Part Ⅱ Group 1 Food General items Item No. 1. Notes（1）は，食
料品には飲料が含まれると規定する。




27）　谷野 陽氏の訳を参考にさせていただき，（例えば，谷野 陽［訳］「付加価値税法第 8 章第 30 節ゼロ税率（イ
ギリスの付加価値税と食料品関連産業）」のびゆく農業 942 号（2003 年）8 頁），本稿をとおして，原文の in 
the course of catering を「ケータリングの過程において」としている。イギリスの付加価値税制における食料
品の取扱いについては，谷野 陽「解題（イギリスの付加価値税と食料品関連産業）」のびゆく農業 942 号（2003
年）2 ― 7 頁，谷野 陽［訳］「付加価値税法第 8 章第 30 節 ゼロ税率（イギリスの付加価値税と食料品関連産業）」
のびゆく農業 942 号（2003 年）8 ― 10 頁，谷野 陽［訳］「食品の付加価値税に関する告示（イギリスの付加価
値税と食料品関連産業）」のびゆく農業 942 号（2003 年）11 ― 46 頁，谷野 陽［訳］「ケータリングとテイクア
ウェイ食品に関する告示（イギリスの付加価値税と食料品関連産業）」のびゆく農業 942 号（2003 年）47 ― 58
頁が大変参考になる。拙稿における用語の訳語の多くは，これらの谷野氏の訳出を参考にさせていただいて
いる。
28）　Value Added Tax Act 1994 1994c.23 Schedule 8 Part Ⅱ Group 1 Food（a）.
29）　See Notice at para. 2.1.
30）　天野・前掲注（3）170 頁によると，2006 年 11 月 26 日付付加価値税の共通制度についての指令（Council 





して VAT を課す必要はないが，販売の対象となる物品の購入費用に課された VAT は還付請求（控除）する
ことができる。」
←
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率が適用される物品または役務の提供については，1994 年付加価値税法（Value Added Tax Act 























31）　「1994 年付加価値税法付表 8 パートⅡグループ１－食料品」については，谷野・前掲注（27）「付加価値税
法第 8 章第 30 節ゼロ税率」が大変参考になる。
32）　Value Added Tax Act 1994 1994c.23 Schedule 8 Part Ⅱ Group 1 Food General items. http://www.hmrc.gov.uk/vat/
forms-rates/rates/goods-services.htm.
33）　See Notice at para. 4.2.
34）　Id. at para. 4.3.
35）　Id. at para. 4.1.
36）　Id. at para. 4.3 Test 1.





らない（2006 年 VAT 指令 99 条）とされているが，例外として，「明確に定義された社会的な
理由のため，及び，最終消費者の利益のため（同 110 条）」に採用されたという経緯がある場
合に限り，5％を下回る税率で課税することが認められている 39）。
したがって，イギリスのゼロ税率に関する規定は，2006 年 VAT 指令により認められた例外
である。同指令は，EU 全域において，付加価値税の統一的なシステムを設けることを目的と
するものであるが，イギリスのゼロ税率は，政治的に合意された例外である。このゼロ税率の
正当性は，同指令 110 条により維持されている 40）。





「1994 年付加価値税法におけるゼロ税率規定は，1991 年 1 月 1 日以前に存在していたもの
であり，一定の条件の下，VAT 指令 110 条により許容されている。社会的な理由に基づいて，
いずれの供給にゼロ税率を適用するかは，基本的にイギリスの政治的な選択である。であるか
ら，国内において食料品のどのタイプにゼロ税率を適用するかを決めるのはイギリスであるこ
と，イギリスはゼロ税率の適用範囲を 1991 年 1 月 1 日現在のものよりも縮小することはでき
るが，拡大することはできないことについては争いがない 42）。」
38）　庄司・前掲注（2）『新 EU 法基礎篇』198 頁および 209 頁によると，EU 指令は，EU 法の法源の第二次法（派
生法）の一つである。同 211 頁によると，「『指令は達成すべき結果につき名宛人たるすべての加盟国を拘束
するが，形式および手段についての権限は国内機関に委ねる』（TFEU288 ― 3）」。さらに，植田・前掲注（2）









39）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 2.　天野・前掲注（3）170 頁によると，2006 年指令 110 条は，各加盟国
が 1991 年 1 月 1 日現在，99 条に定められた最低税率（5％）以下の軽減税率を認めていた場合には，それら
の軽減税率を引き続き適用することを認めている。
40）　See Morse, supra note 6, at 28.
41）　Id. at 30.


















Ⅲ　税負担中立性原則（principle of ﬁnancial neutrality）46）





42）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 77.
43）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 96.
44）　Id. at para. 97.
45）　Id. at para. 98.
46）　principle of fiscal neutrality については，いくつかの訳出がありうるが，本稿においては，西山由美教授の「税
負担中立性原則」という訳出を使わせていただいている。西山由美「ＥＵ付加価値税の現状と課題―マーリー

















47）　庄司・前掲注（2）『新 EU 法基礎篇』198 頁によると，不文形式の法の一般原則および判例法は，EU 法の
法源に含まれる主要なもののうちの一つである。「EU 司法裁判所の判例法において発展させられた法の一般
原則，EU 司法裁判所により確立され，EU 法秩序の基礎をなす EU 法の直接効果および優越性の原則」などは，
EU 法の法源のうち第一次法（primary law）に含まれる。また，同 201 頁によると，EU における法の一般原
則の機能の一つに，「解釈の補助に使用され，EU 法および EU 法の範囲内にある国内法は法の一般原則に照
らして解釈される。……EU 法の範囲内にある国内法が法の一般原則に反する場合は，国内裁判所において
適用排除される。」さらに，中西・前掲注（2）29 頁によると，法の一般原則は，条約ではないが，EU 基礎
条約等の第一次法（primary sources）に分類することも可能であり，「E（E）C 条約（現 EU 運営条約）及び
EU 条約には欠缺があり，EU 法の欠缺を埋めるために EU（EC）諸条約自体，構成国国内法あるいは国際法
の中から一般原則が導かれてきた。EU 司法裁判所は，このような法の一般原則を用いることで行政手続及
び法治国家的保障を行い，他方で，基本権の保護を行ってきた。」
48）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para 20, 65, 67 and 68.
49）　島野・前掲注（2）41 頁によると，「これまで欧州司法裁判所が下した判決のなかでより重要なものは，多
くは先決的判決訴訟手続により示された判決であるといえる。例えば，EU 法の特徴として捉えられる『直
接適用性の原則』『EU 法の優位性の原則』を確立し，さらに充実・発展させ，独自の EU 法秩序を確固たる
ものとし，EU の超国家性を法的に定着させたのはまさにこの先決的判決訴訟制度であったのである。」また
庄司・前掲注（2）『新 EU 法基礎篇』138 頁によると，「司法裁判所の判例法は，主として先決付託手続を通
じて形成されている。」
50）　See Joined Cases C-259/10 and C-260/10. Rank Group plc v Revenue and Customs Commissioners ［2012］ STC 23
［hereinafter cited as “Rank［2012］ STC 23”］ at para. 32.
51）　See Case C-255/02 Halifax plc v Customs and Excise Commissioners ［2006］ ECR I-1609 at para. 92. 同パラグラフ
では，“the neutrality of VAT, which is a fundamental principle of the common system of VAT”と判示されている。
52）　“The common system of VAT should, even if rates and exemptions are not fully harmonized, result in neutrality in 
competition（下線は筆者による）, such that within the territory of each Member State similar goods and services bear 
the same tax burden, whatever the length of the production and distribution chain.”
53）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 11.
54）　西山・前掲注（1）「消費課税の基本原則―『中立原則』の意義―」115 頁。






















55）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 70.
56）　Rank［2012］ STC 23 at para. 32 では，かかる判例法の蓄積として，European Commission v France （Finland 
intervening） （Case C-481/98） ［2001］ STC 919, ［2001］ ECR I-3369, para 22; Kingscrest Associates Ltd v Customs 
and Excise Comrs （case C-498/03） ［2005］ STC 1547, ［2005］ ECR I-4427, paras 41 and 54; Marks and Spencer plc 
v Revenue and Customs Comrs （Case C-309/06） ［2008］ STC 1408, ［2008］ ECR I-2283, para 47, and European 
Commission v Netherlands （Case C-41/09） （3 March 2011, unreported）, para. 66）を挙げている。
57）　See Rank［2012］ STC 23 at para. 33.
58）　Id. at para. 34.　この点について，European Commission v Germany （Case C-109/02） ［2006］ STC 1587, ［2003］ 
ECR I-12691, paras 22 and 23, and Finanzamt Gladbeck v Linneweber; Finanzamt Herne-West v Akritidis （Joined cases 
C-453/02 and C-462/02） ［2008］ STC 1069, ［2005］ ECR I-1131, paras 19 to 21, 24, 25 and 28）が参照判例として挙
げられている。
59）　See Rank［2012］ STC 23 at para. 35.　同パラグラフでは，競争の歪みについて，European Commission v 
France （Case C-404/99） ［2001］ ECR I-2667, paras 46 and 47, and JP Morgan Fleming Claverhouse Investment Trust 
plc v Revenue and Customs Comrs （Case C-363/05） ［2008］ STC 1180, ［2007］ ECR I-5517, paras 47 to 51）が挙げ
られている。


























61）　Id. at para. 41.  同パラグラフでは，参照判例としてFischer v Finanzamt Donaueschingen （Case C-283/95） ［1998］ 
STC 708, ［1998］ ECR I-3369, para. 27, and Finanzamt Gladbeck v Linneweber; Finanzamt Herne-West v Akritidis 
（joined cases C-453/02 and C-462/02） ［2008］ STC 1069, ［2005］ ECR I-1131, para. 24）が挙げられている。
62）　See Rank［2012］ STC 23 at para. 42.
63）　Id. at para. 43.
64）　Id. at para. 44. 同パラグラフでは，参照判例として European Commission v France （Finland intervening） 
（Case C-481/98） ［2001］ STC 919, ［2001］ ECR I-3369, para. 27, and, by analogy, FG Roders BV v Inspecteur der 
Invoerrechten en Accijnzen, Amsterdam （Joined cases C-367/93 to C-377/930 ［1995］ ECR I-2229, para 27, and 
European Commission v France （Case C-302/00） ［2002］ ECR I-2055, para 23）が挙げられている。
65）　See Commission v France at para. 21 ― 22, Marks & Spencer II at para. 33 ― 36 and Rank［2012］ STC 23 at para. 
55 ― 57.


























66）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 78.
67）　Id. at para. 79.
68）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para. 60.
69）　See Case C-481/98 Commission v France ［2001］ ECR I-3369, at para. 21.　原文では，軽減税率が許容される
条件を，permissible only in so far as they are consistent with the principle of fiscal neutrality inherent in the common 
system of VAT と判示している。
70）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 80.





























72）　See ［2010］ UKFTT 487 （TC） at para. 117. John Pimblett and Sons Ltd v CCE ［1988］ STC 358 ［hereinafter cited as 
“［1988］ STC 358”］ at 361 and 362. 
73）　See ［2010］ UKFTT 487 （TC） at para. 120. ［1988］ STC 358 at 362. 
74）　See ［2010］ UKFTT 487 （TC） at para. 115.
75）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.10.
76）　See ［2010］ UKFTT 487 （TC） at para. 4.
77）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.15. ［2010］ UKFTT 487 （TC） at para.182, 188 ― 190.
78）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.10.
79）　Id. at para.31.





BLP 判決 82）の後，ピムブレット判決が「客観的評価（objective assessment）の原則」に違反し




















82）　See C-4/94 BLP Group plc v Commissioners of Customs and Excise ［1995］ ECR I-1001 at para. 24. CJEU は，納税
者の意図を決定するための調査義務を課税庁に対して負わせることは，法的な確実性を確保し，当該取引の
客観的な性格を勘案して課税を促進するという VAT の目的に逆行するとしている。これが，VAT 事案におけ
る一般的な原則であるということについては，共通の認識がある。See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 15.
83）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para 105. ［2014］ EWCA Civ 773 at para.25.
84）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.74.

















86）　Marleasing 事件の詳細については，中西・前掲注（2）154 ― 155 頁参照。同 155 頁によると，欧州司法裁判
所は，「国内法を適用する際，国内裁判所は問題となっている規定が指令の前またはあとで採択されたこと
にかかわらず指令によって追求されている結果を達成し，EEC 条約 189 条 3 項を遵守するために，指令の文









88）　上級審判所裁決パラグラフ 74 では，TFEU（EU 機能条約，Treaty on the Functioning of the European Union）
とされているが，これは TEU（EU 条約，Treaty on European Union）のことではないかと思われる。なお，控
訴院判決のパラグラフ 41 及び 53 では，Article 4（3） of the TEU と示されている。
89）　See Morse, supra note 6, at 30.　［2012］ UKUT 34 TCC at para. 17 and 74.
90）　primacy を「優越性」とする訳出もあるが，本稿では，「優位性」という訳出を使わせていただいている。
加藤紘捷「イギリスの議会主権と議会制定法の階層化について―EU 法の優位性とイギリスにおけるコモン・
ローの発展―」日本法学第 77 巻第 2 号（2011 年）47 頁によると，イギリスは EC に加盟する前年，72 年ヨー
ロッパ共同体法（European Community Act：ECA）を制定した。「イギリスにとり，EU 法は基本的にこの 72
年 ECA に変型されてイギリス国内法の一部になった。これがイギリス憲法上の論理である。」また，庄司・
前掲注（2）『新 EU 法基礎篇』228 ― 229 頁によると，「EU 法の国内法に対する優越性を規定する基本条約規
定は存在しない。……リスボン条約を採択した政府間会議の最終議定書に」附属された「優越性に関する宣






91）　See ［2014］ EWCA Civ 773 at para.41.
←
←

























92）　庄司・前掲注（2）『新 EU 法基礎篇』224 ― 225 頁によると，EU 法の優越性により，「国内法が EU 法に抵
触する場合，国内法秩序における当該国内法の地位にかかわらず，また EU 法が第一次法か第二次法かにか
かわりなく常に EU 法が国内法に優先することを意味する。そのため，……国内裁判所は国内法が EU 法と
抵触せず適合するように解釈適用しなければならない。」さらに「適合解釈が不可能な場合には国内裁判所（お
よび行政機関等）は EU 法に抵触する国内法を適用排除しなければならない。」
93）　See ［2012］ UKUT 34 TCC at para. 75.
94）　Id. at para. 82.





























96）　Id. at para. 81.
97）　Id. at para. 83.
98）　Id. at para. 85.
99）　Id. at para. 87.
100）　Id. at para. 88.
101）　Id. at para. 89 and 90.
102）　Id. at para. 91.









が国においても，例えばスコッチライト事件（大阪高裁昭和 44 年 9 月 30 日判決　高民集 22













扱ってもらう権利は，EU 法上，存在しない 107）。平等な取扱いの原則（principle of equal treat-
ment）は，正当性の原則（principle of legality）と調和されなければならない。自己の主張を裏
付けるために，第三者の違法な行為に依存してはならない 108）。したがって納税者は，他の供
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The Application of the Principle of Fiscal Neutrality to the VAT Reduced Rates System
Naoko KATAYAMA
Abstract
Amid recent discussions on the possible introduction of reduced rates to Japan’s Con-
sumption Tax Law in the near future, this paper focuses on the nature of the general 
principle of fiscal neutrality and its primacy over the reduced rates system by a thorough 
study on the zero rate in the UK’s VAT system. Through detailed analysis of the recent 
Sub One decision by the Court of Appeal, the paper aims to observe the meaning and the 
extent of the primacy of the principle over the reduced rates system. 
